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論文要旨

本研究の目的は，人の周囲に遍在する機器で動作するアプリケーションに対し，通信
機能の動的適応と機能拡張を支援する基盤環境を提供することである．
本研究で対象とするユビキタスコンピューティング環境は，機器間の相互通信を前提
とした異質かつ動的な分散環境である．このため，機器で動作するアプリケーションが
相互に通信し，連携して動作する必要がある．しかし，従来の分散アプリケーション構
築手法では，通信機能が通信アプリケーションと同化しているため，通信機能において
多様性への対応を実現することが困難である．
このため本論文では，通信機能の動的適応と機能拡張を支援するセッション機構を提
案し，u-sessionシステムとして設計・実装した．u-sessionシステムは，通信アプリケー
ションから通信機能を分離し，目的を指定することにより通信機能の適応動作を可能と
する機構である．また，特定のプログラミング言語や実行環境に依存しない設計である
ため，異質で多様なユビキタスコンピューティング環境において，“いつでも・どこでも”
十分に機能する基盤環境として動作できる．そして，本論文で提案した機構により，機
器の柔軟な動作環境を構築することが可能となる．

キーワード

1セッション基盤機構，2ユビキタス通信ミドルウェア，3動的適応と機能拡張，4環境非依存性

慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科

権藤俊一



Abstract of Master’s Thesis Academic Year 2003

u-session: wish based dynamic adaptation and extension
architecture for distributed communication software

Summary
In this thesis, we describe the architecture called u-session which provides a wish based

dynamic adaptation and extension mechanism of the communication function for distributed
communication software that runs on the device around a user.
Ubiquitous Computing Environment is the heterogeneous and dynamic distributed envi-

ronment. In such environment, it is required for the application software on the device to
communication each other to do a coordinated task over the network. However, the present
architecture for distributed application software assume application function and communica-
tion function as a single function, it is difficult to achieve flexibility on the communication
function.
In this thesis, to solve this problem, we propose u-session which is an session architecture

to support dynamic adaptation and extension of communication function, and we designed
and implemented it. u-session separates a communication function from each application soft-
ware, and enables application software to run independently from the communication platform.
Then, the communication platform can be controlled by specified wish of developer, user and
provider. u-session is designed independently from programming language and run-time, so
it can run anytime, anywhere on heterogeneous Ubiquitous Computing Environment. With
u-session, the developer enables flexibility on communication application software easily, and
achieve flexible user environment of devices and distributed communication software.
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第1章

序論

本章では，はじめに本研究を進める背景を明らかにした上で，本研究の目
的と意義および本論文の構成について述べる．
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1.1 背景
技術開発の進展が機器の小型化と高機能化を牽引し，パソコンや携帯電話をはじめと
するデジタル機器の利用が，多くの人々にとっても日常的なものとなっている．これと
並行して，いわゆるブロードバンドの普及に加え，屋外での無線 LANの利用 [1]や常時
接続型のモバイル通信ネットワーク [2]などの通信サービスが展開され，低コストで利
便性や機能性の高いインターネットへの接続性が日増しに向上している．今日のこうし
た状況は，一般的に “ユビキタスネットワーク社会”の到来と言われる．これは，用途や
形態の異なる様々な機器を用いて，時には機器の利用すら意識せずに “いつでも・どごで
も・だれでも”情報のやりとりが可能なこと意味し，その由来はMark Weiser博士による
ユビキタスコンピューティング環境の提唱 [3]に端を発する．
ユビキタスコンピューティング環境の目的は，大別すると図 1.1に示す２つである．

図 1.1: ユビキタスコンピューティング環境の目的

トレーサビリティとは，電子タグ [4]などを用いて，物品や人などに関する属性や状
態などの情報を常に追跡可能とすることである．具体的には，商品の流通管理や建物・
車両などの状態管理をはじめとして，子供などに対する位置確認などのサービス [5]が
実用化されている．一方，機器の柔軟な利用環境とは，機器の動作に柔軟性を持たせる
ことにより，機器そのものに生じる制約を解消することである．なお，これ以降の本論
文において，ユビキタスコンピューティング環境という場合には，主に後者の目的で用
いられる場合を想定する．
さて，ここで述べた機器そのものに生じる制約の例を示す．それは，物理的な大きさ
や性能や記憶装置の容量などをはじめ，機器に予め実装された機能や機器が準拠する仕
様により生じるものなどである．例えば，小型な機器では，機器単体で使いやすいユー
ザインタフェースを提供することが，物理的なサイズやコストの面から見て難しい．そ
こで，通信機能を持たせることにより，この制約を解消している．その最も原始的な例
が，機器本体と操作する機器を分離し，機器操作時の距離や操作性といった問題を解決
した，リモートコントローラである．これは操作する機器に対応していれば，より操作
性の高いものに置き換え可能であるという点で，複数の機器が通信機能により連携して
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いるものと言える．一方，今日のハードディスクレコーダなどでは，パソコンやインター
ネット上のサーバなど外部機器と連動し，より高機能で使いやすいユーザインタフェー
スを実現している [6, 7]．また，この方法ではインターネット上のサーバに対する変更に
より，機器の操作性を向上することが可能である．同様にして，機器自体に対する変更
をせずとも，パソコンや携帯端末など操作する機器に適したユーザインタフェースを提
供することが可能である．そして，機器自体の制御ソフトウェアをインターネット経由
でダウンロードし，その機能を拡張することも可能である．
このように，機器の通信機能が分散された機器を協調させ，機器そのものに生じる機
能の制約を解消することができる．これにより，機器の柔軟な利用環境の実現も可能と
なる．つまり，通信機能は，機器の動作や機能に対して拡張性や適応性を実現するなど，
機器の動作に柔軟性を持たせる上で不可欠であると言える．そして，“ユビキタスネット
ワーク社会”の到来が，こうした機器間での連携を日常的なものとするために十分な基盤
を形作ったことは言うまでもない．特に今後，機器が一層の小型化と高機能化を進める
結果，機器間での通信機能がより大きな役割を果たすことは自明である．例えば，オー
ディオプレーヤを例に考えると分かりやすい．この場合の例を図 1.2に示す．

図 1.2: オーディオプレーヤの例

まず，CDやMDでは音楽を聴くために専用のプレーヤが必要であり，逆にプレーヤ
があっても聴きたい音楽が収録されたディスクがなければ意味がない．このため，例え
ば車内などでは，聴きたい音楽があってもプレーヤがないという事態や，逆にプレーヤ
があっても聴きたい音楽がないという利用時の制約が生じてしまう．一方，昨今のデジ
タルオーディオプレーヤ [8]など，一般的な個人が所有する数に迫る楽曲を電子データ
として収録可能な機器1が存在する．これらの機器は，そのサイズなどの面では従来の携
帯型オーディオプレーヤと変わらないため，従来の機器と置き換えてその制約を解消す
ることが可能であると言える．また，FM電波を用いた通信機能 [9]により，例えば車内
のステレオから音声を出力可能である．この場合の通信機能は単一方向であるが，双方
向の通信機能をオーディオプレーヤと車載ステレオの双方に設けることで，より付加価
値の高いサービスを提供することが可能となる．その例としては，運転席付近のスイッ
チや表示装置を用いたオーディオプレーヤの操作や，車載の広域通信ネットワークを通
じた楽曲のダウンロード機能などが考えられる．これが可能となれば，携帯可能な楽曲
数が無限になるものと言って良い．

12004年 1月現在，12cm CDにして 800枚程度．
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このように，通信機能を持つ機器が相互に連携することで柔軟な利用環境が実現され，
利用時の制約を解消することでより便利になるだけではなく，新たなサービスの登場も
可能となる．しかし，人が周囲に遍在する多くの機器を用いるようになるにつれ，様々
な機器とその利用形態を想定する必要が生じ，それを支援する通信機能が柔軟に対応で
きなくなってしまう懸念がある．その原因として，以下に示す４つのものが挙げられる．
まず，機器において通信機能が十分に機能分散して実装されていない．このため，例えば
新たな通信方式への対応が必要な場合に，個別のアプリケーションなどで対応する実装
を施す負担を強いられてしまう．また，ユビキタスコンピューティング環境という，様々
な機器が存在する異質な環境下で，“いつでも・どこでも”十分に機能すると考えられる
基盤環境も存在しない．通信アプリケーションの基盤環境が実行環境に対して依存する
場合，それが利用可能な範囲や拡張性に対して制約を生じさせるため，機器の柔軟な利
用環境を実現できない．そして，人それぞれ利用形態のニーズは多様であり，予めすべ
てを想定して実装することは不可能と言って良い．また，ユーザに機器の連携動作を強
く意識させなければ利用できないようでは利用者の負担となり，“だれでも”日常的に利
用できるとは考えられない．したがって，ここに挙げた課題を解決する機器の通信機能
を実現することが，柔軟な機器の利用環境を実現する上で重要なものとなる．

1.2 目的と意義
本研究の目的は，人の周囲に遍在する機器で動作するアプリケーションに対し，通信
機能の動的適応と機能拡張を支援するための基盤環境を提供することである．本論文で
は，分散通信アプリケーションの動的適応と機能拡張を支援を目的とした u-sessionシス
テムを設計・実装する．u-sessionシステムの概要を図 1.3に示す．

図 1.3: u-sessionシステムの概要
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ユビキタスコンピューティング環境は，様々な機器が存在する異質な機器の利用環境
であることが前提とされる．そのため，機器の実装や通信方式が多様であり，それらを
連携して動作させる場合，多様性や異質性に関わらず機器が連携して動作できなければ，
利用者の目的を達成する上で大きな障害となる．しかし，それぞれの機器で動作するア
プリケーションにおいて，通信機能が十分に機能分散されているとは言えない．このた
め，同一性が前提とはできないユビキタスコンピューティング環境下において，多種多
様な機器を連携するための拡張性や適応性を実現することができない．つまり，アプリ
ケーションが可能な通信や連携の動作が，予め決められた範囲に限られてしまうという
問題が生じる．つまり，現状ではユビキタスコンピューティング環境のための通信機構
が十分に整っているとは言えず，この分野において研究を進める余地が残されていると
言える．
この問題を解決するため，新たなアプリケーションや通信方式などが登場した場合で
あっても，機器やアプリケーションは自らの機能を拡張して連携することができなけれ
ばならない．しかし，アプリケーションそれぞれによる対応では，個別に対応する際の
コストが高くなり，対応された実装が提供されるまで機器を連携できないなどといった
問題が生じる．そこで，機器の柔軟な連携を実現する際に最も重要となる通信機能にお
いて予め拡張性を持たせ，様々な場合に対応するための機能の動的な適応や拡張を可能
とする必要がある．
これを実現するためには，通信機能をアプリケーションから独立させ，アプリケーショ
ンから個別の通信機能に固有な処理や情報を分離することが必要である．本論文では，
これを u-sessionにより実現する．u-sessionは，通信アプリケーションから通信機能を分
離し，通信機能の動的適応と機能拡張を実現するためのセッション機構である．この機
構では，利用者の目的に応じた通信処理の制御を可能とし，アプリケーションに代わり
特定の通信方式や通信相手に依存した通信処理を実行する．これにより，ユビキタスコ
ンピューティング環境の目的として挙げた，機器の柔軟な利用環境を実現することが可
能となる．

1.3 本論文の構成
本論文は，本章を含め全７章から構成される．次章では，通信アプリケーションがユビ
キタスコンピューティング環境において動作する際に示す特徴を述べ，既存の分散アプリ
ケーション構築手法をそれぞれの視点の違いから，目的や環境変化に対応可能な範囲の
違いについて整理する．また，既存手法での問題点と限界や解決すべき課題を明らかに
する．第３章では，前節で示した問題の解決方法として u-sessionを提案する．u-session
は，分散通信アプリケーションの動的適応と機能拡張を支援するセッション機構である．
第４章では，設計について述べる．第５章では，実装について説明する．第６章では，評
価について述べる．最後に第７章では，まとめと今後の課題について述べ，本論文の結
論とする．
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第2章

通信アプリケーションと
ユビキタスコンピューティング環境

本章では，通信アプリケーションの視点から，ユビキタスコンピューティ
ング環境において見受けられる特徴と問題点を整理して説明する．まず，
通信アプリケーションの視点から本論文で想定するユビキタスコンピュー
ティング環境の特徴を分析し，それが機器間の相互通信を前提とした異質
かつ動的な分散環境であることを明らかにする．次に，既存の分散アプリ
ケーション構築手法をその視点の違いから分類して説明し，その目的と環
境変化に対応可能な範囲の違いを整理して述べる．最終節では，既存手法
での問題点と限界について述べ，解決すべき課題を明らかにする．
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2.1 ユビキタスコンピューティング環境の特徴
ユビキタスコンピューティング環境では，すべての機器が何らかの通信機能を有する
必然性がある．この理由は，第 1.1節において説明した通り，機器の通信機能が分散さ
れた機器を協調させ，機器そのものに生じる機能の制約を解消することができるためで
ある．そして，このことによりユビキタスコンピューティング環境の目的として挙げた，
機器の柔軟な利用環境を構築することが可能となる．しかし，いくつかの理由により，ユ
ビキタスコンピューティング環境において十分に機能すると考えられる通信機構が存在
しないことも既に述べた．本章では，その詳しい説明も含め，通信アプリケーションの
視点からユビキタスコンピューティング環境について分析する．

2.1.1 機器とアプリケーションソフトウェア
第 1.1節にも述べた通り，ユビキタスコンピューティング環境とは，用途や形態の異
なる様々な機器を用いて，時には機器の利用すら意識せずに “いつでも・どごでも・だれ
でも”情報のやりとりが可能な環境を意味する．今日の日常生活においても，我々の周
囲には多くの機器が存在する．例えば，電話・インタフォンやテレビ・ラジオなどの通
信機器をはじめ，パソコンや家電などの機器，センサやタイマなどの機器がある．この
ように用途や形態に合わせ多種多様な機器が存在するが，これらに共通する目的をまと
めると “人と人や社会を繋ぐこと”そして “人を助けること”であると言える．言い換え
れば，その目的は “人と人や社会のコミュニケーション”と “人の作業支援”である．
だが，それぞれの機器は単体で固有の機能を実装しており，それが実現できることは
極めて単純である．このため，その本来の目的と実際の機能との間には大きな差があり，
以下で示すような問題や不都合を生じさせる．まず，機器は予め決められた単純な動作
を繰り返すことしかできない．例えば，空調やポットは人の都合や存在とは関係なく指
定された温度に保つことのみが可能であり，電話はその場や人の都合に関係なく着信を
伝える．同様に，問題が生じた際も停止してベルなどを鳴らすだけなどの場合が多い．一
方，利用者はある機器を使うことに関して，その機器の動作を強く意識する必要がある．
例えば，エレベータに乗る人は，上下どちらの方向に向かうかを告げた後，行き先の階
に停止することを自ら指定し，到着を確認しなければならない．
今後，より多くの機器が我々の日常に遍在するようになるにつれ，利用する際に機器
の機能を正確に把握して適切に利用することが強いられるようでは，利用者に対し大き
な負担を与えることとなる．そして，機器の利用すら意識させずに人の目的を達成する
ことも実現できない．これは，ユビキタスコンピューティング環境において，通信機能に
より様々な機器を連携させて利用する場合にも同様に言える．つまり，機器を連携させ
る際の指示判断や通信方法の選択などを常に利用者の指定に委ねることはできない．そ
もそも，こうした事態が懸念される原因は，機器の機能に対してその本来の目的を達成
するためのシステムが未発達なためである．そして，そのようなシステムを実現するた
めのアプリケーションが不在であるために生じるものと言える．
しかし，ユビキタスコンピューティング環境を実現するためには，機器の柔軟な利用
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環境の実現が不可欠であり，そのために機器を連携させるためのシステムやアプリケー
ションをいかにして実現するかということが問題となる．ここで必要とされるアプリケー
ションでは，人や機器が置かれる状況や変化に左右されずに，その人の目的を達成する
ことができなければならならい．さもなければ，異質で多様なユビキタスコンピューティ
ング環境では動作できない．これについて次節で説明する．

2.1.2 異質な動作環境
機器はその用途や形態という面で多様である．これは，利用者の需要をはじめ物理的
なサイズやコストなどにより生じる．ここでは，実装形態と通信方式の多様性という２
つの面から論じる．また，以下で想定する例を図 2.1に示す．
まず１つとして，同じ機能であっても利用場面に応じて実装の形態は様々であるとい
う面がある．例えば，DVDビデオを再生する場合，DVDプレーヤなどの専用機器では
映像処理に専用のハードウェアを用いる場合が多い．だが，パソコンなどの汎用機器で
再生する場合には，同様の処理をソフトウェアにより処理する場合が多い．これは，単
純処理の性能や品質を最適化することに優れたハードウェアの力と機器に様々な機能を
比較的容易に拡張できるソフトウェアの力とのバランスが，用途により変化することを
示す良い例である．

図 2.1: 異質な動作環境

一方，もう１つの面として，通信の方式は多様であり，変化するということがある．例
えば，機器間の連携に不可欠なサービス検索や利用時の通信プロトコルも目的や用途に
応じて多様である．そして，あらゆる場合に対応できるものにすれば一長一短となって
しまうため，すべての場合で統一した方式になるとは考えられない．これは，利用環境が
異質で多様なためである．また，オーディオやビデオのストリーミング通信プロトコル
に限って見ても，現在展開されているストリーミングサービスやストリーミングプレー
ヤを見れば，複数の通信方式を必要とすることがわかる．
そして，通信機能の多様性や変化するという事実を無視すると様々問題が生じる．例
えば，様々な通信方式が存在するために，対応する通信方式や利用するアプリケーショ
ンにより，利用する機器や接続先を適宜ユーザが選択するという事態が生じている．こ
のため，ユーザが理解できる範囲を越えた選択肢を提示できない．また，機能的には問
題なくとも通信機能の問題で機器を柔軟に組み合わせることができないという問題があ
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る．これは，同一の通信プロトコルであっても実装の程度が自由な場合，アプリケーショ
ンごとに対応可能な機能が異なることにより生じる．これでは，サービス側で新たなソ
フトウェアやその新機能を用いたいとしても，利用者側に同等の機能が普及し十分に理
解されるまでは利用できなくなってしまう．つまり，通信アプリケーションの連携に適
応性や拡張性が不在であるため，新たなサービスが普及する際の障害となる．
このように，機器に機能を実装する際の自由度と通信機能の柔軟性が，異質で多様な
ユビキタスコンピューティング環境の基盤となる．これに対応可能でなければ，“いつで
も・どこでも・だれでも”を前提とした機器の柔軟な利用環境を提供できない．

2.1.3 動的分散環境
ユビキタスコンピューティング環境において，分散して動作する機器は常に変化する．
変化には，人や機器などが置かれている状況の変化をはじめ，移動や機器の故障により
生じるもの，また第 1.1節で述べた機器の機能更新等による変化などがある．こうした
変化を予測して動作することは難しく，またそれ以上に，様々な変化への適応を予め機
器に実装しておくことは不可能と言って良い．しかし，変化への対応をすべて利用者の
判断に委ねてしまうと，利用者に対して大きな負担を生じさせる結果となる．
特に，機器の連携が進むにつれ，どの変化に対してどう対応するかという方針が複雑
になる．また，機器の連携は相互通信が前提であるため，適応動作も機器が互いに連携
して実行しなければならならい．つまり，適応性や拡張性が高くなればなるほど，それ
を実現する機能の構築方法や実行方法にも柔軟性が求められる．同時に，目的や意図す
る動作を指定する場合の方法についても柔軟性が求められる．その理由は，変化に対す
るすべての対応方法を予めプログラミングできないことに対し，その判断や指示を利用
者に対しても常に求めることはできないという矛盾を解決するためである．これらの要
求を達成することなく，柔軟な機器の利用環境を実現することはできない．

2.2 分散協調APIの分類
本節では，分散アプリケーションを構築するためのプログラミングインタフェースで
ある分散協調API1について説明する．既存の分散協調APIには，大きく分けて３種類の
方式が存在する．それは，ストリーム型，手続き呼び出し型，移動オブジェクト型であ
る．これらについて図 2.2に示した．
分散アプリケーションの基本的な構造は，いずれの場合においても共通である．まず，
物理的な機器があり，それぞれの機器ではそれぞれの目的を果たすためのアプリケーショ
ンが実装されている．また，それぞれのアプリケーションに実装された個別の機能がモ
ジュールである．つまり，モジュールの機能が結び付き，目的を達成するためのアプリ
ケーションとなる．このため，１つのアプリケーションには１つ以上の機能すなわちモ
ジュールが存在する．そして，複数のアプリケーションの機能を結び付け，連携させる

1Application Programming Interface
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ものとして通信機能がある．

図 2.2: 分散協調APIの分類

2.2.1 ストリーム型
この方式の特徴は，通信機能がアプリケーション間に仮想的な通信路を設け，複数の
アプリケーションを連絡することである．この方式の具体例として，BSD Socketインタ
フェース [10, 11]やUnixオペレーティングシステム [12]の PIPEシステムコール [13]や，
それから派生した JXTA [14]等などがある．
この方式では，まずアプリケーションは，基盤として存在する通信機能に対し，仮想
的な通信路に対する識別子の発行を依頼する．その後，アプリケーションが通信を開始
する場合には，通信機能に対し識別子とともに遠隔の相手先を指定する．これをもとに
通信機能は，識別子に対応する通信路と指定された相手に対する連絡を可能とする．そ
の後，アプリケーションが通信路の識別子を用いて送受信すれば，通信機能を経由して
相手先と送受信をすることができる．また，アプリケーションが通信を受ける場合には，
通信機能から着信を知らされ，その後は同様に通信路の識別子を用いて，相手先との送
受信が可能となる．つまり，アプリケーションは，識別子による通信路への読み書きの
みで，相手先のアプリケーションと通信することができることになる．この場合，アプ
リケーションが通信機能に対してデータを送受信することは，相手先のアプリケーショ
ンに対して送受信することと同義となる．このため，アプリケーションは相手先を通信
路の識別子で管理し，通信機能はアプリケーションが指定した相手先までの連絡方法と
アプリケーションに告げた識別子との対応を管理すればよい．
このように，通信機能がアプリケーションに提供する機能が単純であるため，その実
装も単純なものとすることができる．そのため，この方式は通信機能を持つほとんどの
機器において実装され，この他の通信APIなどにおいてもその基盤として用いられる場
合が多い．しかし，基盤として提供された機能が単純であるがゆえ，複雑な通信処理はす
べてアプリケーションにおいて実装しなければならない．具体的には，サービスの検索
や相手の機器との間の通信処理など，アプリケーションの連携や通信に必要なすべての
機能が含まれる．これらの機能が共有ライブラリにより実現されていても，アプリケー
ション内部で予め指定された機能から変化できないことには変わりない．このため，ア

10



プリケーション内の機能と通信機能を切り放して考えることができないと言える．そし
て，アプリケーション内での機能の隠蔽は，柔軟性という面で制約を生じさせる．

2.2.2 手続き呼出し型
この方式の特徴は，アプリケーションに対し，遠隔のアプリケーションに実装された
機能と自らに実装された機能との区別を意識させなくするということである．この方式
の具体例としては，RPC [15]とRMI [16]やCORBA [17]，SOAP [18]などがある．
この方式では，アプリケーションが，遠隔のアプリケーションに実装された機能を用
いる場合，その機能への呼び出し先として，自らに実装されたスタブと呼ばれる仮の呼
び出し先を用いる．スタブはそれぞれの機能ごとに存在し，通信機能により予め提供さ
れるものである．通信機能はスタブが呼び出されると，遠隔のアプリケーションに実装
されたその対応する機能を実際に呼び出す．つまり，遠隔のアプリケーションにある機
能をスタブにより自らのアプリケーションの機能として取り込んでいるものと言える．
アプリケーションの開発者や利用者の視点から見れば，連携する際の通信は通信機能
により隠蔽されるため，特に意識する必要はない．つまり，分散されたアプリケーショ
ンを単一のアプリケーションとして見ているといえる．また，アプリケーションが利用
できる機能は，作成時に予めスタブとして分散させておいた機能に限られる．このため，
分散の形態をアプリケーション構築時に決定する必要があり，事後に変更や拡張をする
ことができない．そして，この方式は，極度の連携動作を必要とする一部の分野では用
いられているが，多くの機器や環境で使われてはいない．多くの場合，機能変更をする
場合にあるアプリケーション単独の変更では限界があり，連携して動作するすべてのア
プリケーションにおいて修正を加えなければならないという問題がある．これは，分散
されたアプリケーションを単一のアプリケーションとして見ているゆえに生じる問題で
もある．このため，開発者がアプリケーションのすべてに関知できる場合以外には，分
散した連携が機能しなくなることは自明である．つまり，特定の通信APIに依存した密
な連係動作は，異質性や多様性への対応という面で制約を生じさせる．

2.2.3 移動オブジェクト型
この方式の特徴は，アプリケーションを個別の機器から独立させ，アプリケーション自
体が複数の機器間で移動して連携することである．この方式の具体例としては，Process
Migration [19]やMobile Agent [20]などがある．
この方式では，ある機器で動作するアプリケーションが別の機器に固有の機能を用い
る場合，アプリケーション自らがその機器に移動して目的の機能を利用する．このため，
機器間でアプリケーションが移動して動作可能な環境を整えることがすべての前提とな
る．アプリケーションが動作中の状態で移動可能なため，アプリケーションの処理や動
作状態など複雑な情報をアプリケーション内部に隠蔽したまま，異なる機器で動作を続
けることができる．このため，アプリケーション開発者や利用者は，動作しているアプ
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リケーションがまったくそのままの状態で別の機器においても実行され続けることを期
待できる．これは，アプリケーションが環境の変化に対して能動的に適応するという方
針をとらず，共通の実行環境において動作するために環境間の相違を受動的に吸収する
ことを前提としているためである．つまり，機器や環境に適した機能に最適化して実行
するよりは，すべての機器や環境で最大公約数的に実装された機能を常に実行するもの
であると言える．
この方式の場合，通信機能が果たす役割は２つある．それは，アプリケーションが移
動する手段を提供することとこの方式に対応しないアプリケーションと通信する手段を
提供することである．これらは，これまでに述べた２つの方式のいずれかにより実現さ
れる．このため，それぞれの場合で述べた問題は，以前として解決されずに残る．また，
機器の多様性に対して，あらゆる機器に移動可能な環境を整えることは現実的ではない．
つまり，アプリケーションが実行可能な範囲は，移動可能な環境に制約を受ける．また，
基盤環境に大きく依存するため，実装方法の多様性という面でも制約を生じさせる．

2.3 環境変化に対するアプローチ
ユビキタスコンピューティング環境に限らず，アプリケーションが環境変化に対応す
る場合，視点や手法におけるさまざまな相違が問題となる．つまり，目的の違いが問題
を解決する際に視点の違いとして現れ，視点の違いが解決手法を選択する際に重要とな
る．本節では，用語の定義という意味も含め，これら環境変化に対するアプローチの違
いを３つに分け整理して説明する．

2.3.1 機器指向・アプリケーション指向・タスク指向
環境変化に対して適応した動作をする場合，何を移動の対象として捕らえるかにより，
どのような適応動作を選択するか方針が異なるものとなる．ユビキタスコンピューティ
ング環境の場合に対象となるものは，機器・アプリケーション・人の３つである．ここ
では例として，人がある作業をしている際，環境変化に関わらず作業を可能とするため
に適応するという場合について考える．また，ここで説明する例を図 2.3に示す．ここ
での課題は，異なる場所や環境に適応して同一の作業を続けることの実現である．

機器指向：機器に視点を置いた適応方法

まず１つの解決方法として，機器に視点を置いた適応方法がある．つまり，利用する
機器そのものを常に利用者から切り放さず存在させることを前提とし，どのような場合
においてもその機器を用いて同一の作業を実現できるようにするという方法である．こ
の場合は，機器が人の移動にともなって移動できなければならず，また様々な状況に対し
て適応できる汎用性を有していなければならない．そのため，ノートパソコンや携帯電
話などの小型機器を利用する場合に適している．また，通信機能においては，機器やそ
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図 2.3: ホスト指向・アプリケーション指向・タスク指向

こで動作するアプリケーションに対する変更よりも，基盤となる機器自体で一括して変
更する方が効率的であるため，通信の変化なども基盤となる通信機能の内部で隠蔽する
という手法が適している．つまり，通信機能による移動透過性の実現が主な解決方法と
なる．この具体例として，アプリケーションに対し IPアドレスの変更を隠蔽するMobile
IP [21, 22]などが挙げられる．

アプリケーション指向：アプリケーションに視点を置いた適応方法

一方，もう１つの解決方法として，アプリケーションに視点を置いた適応方法がある．
つまり，動作しているアプリケーションに視点を置き，利用者が常に同一のアプリケー
ションを利用することで同一の作業を実現するという方法である．この場合は，アプリ
ケーションは利用者が用いるすべての機器で実行可能でなければならならい．そのため，
すべての機器に同一のアプリケーションを予め用意しておくか，あらいは動作中のアプ
リケーションをそのまま移動できるようにする必要がある．一方，通信機能が提供する
役割は２つある．１つは機器指向の場合と同様に，アプリケーションに対し移動により
生じるアドレスの変更などを隠蔽する，移動透過性の実現である．またもう１つは，ア
プリケーションが移動するための通信路を提供することである．この具体例として，ア
プリケーション固有なデータの移動やアプリケーションの移動がある．前者は，フロッ
ピーディスクや外部メモリなどに，特定のアプリケーション固有なデータを保存して異
なる機器で利用可能とすることである．後者は，第 2.2.3項で述べた，移動アプリケー
ションの例がある．

タスク指向：作業の内容自体に視点を置いた適応方法

最後の解決方法として，人の作業自体つまりタスクに視点を置いた適応方法がある．
これは，機器やアプリケーションの実行状態よりも，利用者による作業の内容自体に視
点を置き，様々な機器やアプリケーションによりその作業を実現できるようにするとい
う方法である．この場合は，すべての機器やアプリケーションが，利用者の作業内容を
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理解して実現できなければならない．そのため，特定の機器やアプリケーションには依
存しない統一的な方法で，作業の内容が管理されている必要がある．一方，通信機能は，
同一の機器か同種の機器のいずれかに対して新たに通信を確立した場合でも，利用者の
作業には影響を与えないように動作する必要がある．この場合の例としても，２つのも
のがある．前者は，PDF[23]やXMLデータ [24]など汎用フォーマットのデータをフロッ
ピーディスクや外部メモリなどに保存し，異なる機器やアプリケーションで利用可能と
するものなどがある．後者は，IMAP[25]サーバなど利用者の作業内容をネットワーク上
にある単一の機器に集約して保存し，異なる機器やアプリケーションからそれを操作す
るものなどがその例として挙げられる．

2.3.2 単純持続と状態継続
利用者の作業を環境変化に関わらず実現する場合，変化に対して何を維持するかとい
う視点の違いが問題となる．特に利用者の作業に対して一貫性を実現する場合，その違
いは単純持続と状態継続の違いとして現れる．単純持続とは，機器やアプリケーション
が動作しているそのままの状態を維持するものである．これに対し，状態継続とは，利
用者の作業内容を機器やアプリケーションに関わらず維持するものである．つまり，こ
れらの視点をまとめると以下のように言える．

単純持続：機器やアプリケーションの動作をそのまま続けることに主眼を置く

状態継続：利用者の目的達成に対する支援を様々な方法で続けることに主眼を置く

前項で挙げた例で言えば，ホスト指向とアプリケーション指向は単純持続であり，タ
スク指向は状態継続となる．ここで注意すべきこととして，単純持続には複雑な適応処
理が不要という意味ではなく，場合によりは状態継続の方が単純な動作で済む場合もあ
るということである．すなわち，単純持続において機器やアプリケーションに対して移
動透過性を実現するためには，移動などにより生じる様々な環境の変化を隠蔽し，アプ
リケーションの動作に影響を生じさせないための複雑な処理が必要である．逆に単純持
続の場合，サーバにすべての作業状態がアプリケーションから切り放されている場合は，
アプリケーションやその基盤機構は状態の記述や管理方法は意識せず，極めて単純なコ
マンダやビューワとして動作すればよいだけである．

2.3.3 適応動作と機能拡張
適応動作と機能拡張とは，それぞれ以下に示す通りである．

適応動作：アプリケーションや機器において，その時点であるものが変わること

機能拡張：アプリケーションや機器において，その時点でないものが加わること
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つまり，環境の変化などに対して，機器やアプリケーションが予め持つ機能により自
らの動作を変化させ，より適した対応とすることを適応動作という．一方，機器やアプ
リケーションが予め持たない機能を追加し，まったく新たな機能により対応可能とする
ことを機能拡張という．また，これらをまとめて柔軟な動作という．

2.4 問題点と限界
本節では，これまでの節で述べた既存手法での問題点と限界について整理し，解決す
べき課題を明らかにする．ユビキタスコンピューティング環境は，機器間の相互通信を
前提とした異質かつ動的な分散環境である．また，第 2.1.1項にも述べた通り，この環境
で必要とされるアプリケーションでは，人や機器が置かれる状況やその変化に左右され
ずに，その人の目的を達成することができなければならならい．さもなければ，異質で
多様なユビキタスコンピューティング環境では動作できない．つまり，機器に機能を実
装する際の自由度と通信機能の柔軟性が，異質で多様なユビキタスコンピューティング
環境の基盤となる．これが実現されなければ，“いつでも・どこでも・だれでも”を前提
とした機器の柔軟な利用環境を提供できない．このため，通信機能においてもその機能
の構築方法や実行方法に対して柔軟性が求められる．同時に，目的や意図する動作を指
定する場合の方法についても柔軟性が求められる．しかし，アプリケーションの通信機
能はこれらの要求を実現する上で，いくつかの問題を抱えている．そこで本節では，ア
プリケーションの通信機能における柔軟性について，多様性への対応方法と挙動制御の
指定方法という２つの面から解決すべき課題について論じる．

2.4.1 多様性への対応方法
様々な機器で分散して動作する通信アプリケーションにおいて，既存手法では通信機
能が十分に機能分散して実装されていないという問題がある．このため，機能の構築方
法や実行方法に対して柔軟性がない．この原因は，大別して２つに分けて考えられる．そ
れは，既存の通信機能が “単純すぎること”と “複雑すぎること”である．
前者は，機器の通信方式やAPIなど，提供される通信機能が単純な場合である．具体
的には，第 2.2.1項で説明したストリーム型の分散協調 APIを用いた場合などが，この
場合に該当する．基盤となる通信機能が単純な場合，複雑な通信方式や連携機能はアプ
リケーションが自ら実装する必要が生じる．このため，通信機能とアプリケーションが
同一のものとして切り放せなくなってしまう．例えば，新たな通信方式への対応が必要
な場合に，個別のアプリケーションなどで対応する実装を施す負担を強いられてしまう．
一方，アプリケーションから通信機能を完全に分離し，時にはその存在すら透過的に
する高機能な通信ミドルウェアが存在する．具体的には，第 2.2.2項に説明した手続き呼
び出し型の分散協調APIを用いた場合などがこれに該当する．これらのように基盤とな
る通信機能が複雑な場合，移植性や性能などの問題からどのようなプラットホームでも
動作するわけではない．また，通信するすべてのアプリケーションが同一の基盤ミドル
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ウェアを用いることが前提となる．つまり，これら２点の面から，実行環境に制約を生
じており，利用できる適応範囲を限定してしまう．このため，基盤ミドルウェアとアプ
リケーションを切り放して考えることができない．また，ここで挙げた例に限らず，高
機能な通信機能ミドルウェアで広域ネットワーク環境でも動作しているものは存在しな
い．その理由として，複雑さがもたらすスケーラビリティの問題があることを指摘して
おく．
このように，既存の分散アプリケーションでは，それぞれの機器で動作するアプリケー
ションにおいて，通信機能が十分に機能分散されているとは言えない．このため，同一
性が前提とはできないユビキタスコンピューティング環境下において，多種多様な機器
を連携するために必要となる通信機能の拡張性や適応性を実現することができない．こ
れが実現できなければ，アプリケーションが可能な通信や連携の動作が，予め決められ
た範囲に限られてしまい，通信機能の柔軟性がなくなってしまう．そして，ユビキタス
コンピューティング環境という様々な機器が存在する異質な環境下で，“いつでも・どこ
でも”十分に機能すると考えられる基盤環境を構築できない．

2.4.2 挙動制御の指定方法
人それぞれ利用形態のニーズは多様であり，予めすべてを想定して実装することは不
可能と言って良い．一方，ユーザに機器の連携動作を強く意識させなければ利用するこ
とができないようでは，“だれでも”利用できるとは考えられない．しかし，既存の通信
機能では，目的や意図する動作を指定する方法に柔軟性がない．
異質で多様なユビキタスコンピューティング環境では，通信アプリケーションにおけ
る適応や拡張の要求も様々なものとなる．このため，具体的にどのような適応や拡張を
実行するか，アプリケーションに対して指定する方法も柔軟なものでなければならない．
しかし，既存の手法では，実装時や通信の開始時に接続先や適応方法を指定し，様々な
変化を隠蔽した適応方法により単純持続するという方針をとる．これは，環境変化に対
して，機器指向やアプリケーション指向による対応を図っているためである．このため，
適応や拡張の指定方法が柔軟ではないと言える．
ユビキタスコンピューティング環境には様々な機器が存在し，様々な機器により利用
者の本来の目的を実現する必要がある．そのため，本来はタスク指向の対応が適してい
るとも言え，状態継続による適応も考慮する必要がある．例えば，開発者や利用者の意
図する挙動や目的を動的に指定し，それをもとにアプリケーションの適応や拡張を実行
することが考えられる．つまり，すべてを予め実装せず，同時にすべてを利用者にまか
せない手法が必要である．そして，その手法は特定の通信機能などに依存しないものと
する必要がある．既存のアプリケーション構築手法では，通信アプリケーションに対し
て，このように柔軟な挙動の指定を可能とする方法は存在しない．
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第3章

動的適応と機能拡張を支援する
セッション機構

前章では，ユビキタスコンピューティング環境について説明し，そこで既
存の手法を用いて分散通信アプリケーションを構築した際に生じる問題点
を指摘した．本章では，はじめにそれらの問題を解決するための要求機能
を整理する．続く節では，分散通信アプリケーションで必要とされる柔軟
性について，実際に想定される例を用いて説明する．これにより，具体的
に達成すべき動的適応と機能拡張の内容を整理する．そして次に，動的適
応と機能拡張を支援するセッション機構が採用すべき方針と構成について
考察する．また，通信機能に対する柔軟な挙動の指定方法について考察す
る．その後，本論文の関連研究について説明する．
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3.1 要求機能の整理
前章では，ユビキタスコンピューティング環境において，既存の手法を用いて分散通
信アプリケーションを構築する際に生じる問題点を指摘した．それは，多様性への対応
方法と挙動制御の指定方法に柔軟性が欠如している故に生じる問題である．つまり，既
存の通信アプリケーションでは，通信機能が十分に機能分散して実装されておらず，多
くの場合でその実行環境に制約があり，利用できる環境や対応できる適応範囲が限定さ
れてしまう．また，分散通信アプリケーションに対して利用者や開発者の目的と意図す
る動作を指定する方法に柔軟性がない．このように，通信機能の構築方法や実行方法に
柔軟性がなため，“いつでも・どこでも・だれでも”利用可能な機器の柔軟な利用環境が
構築できない．
ここで，これらの問題に対して，実現すべき課題を整理すると以下の通りとなる．

通信機能の構築方法や実行方法に柔軟性をもたせること

通信機能を機器やアプリケーションから機能分散して実装可能とすること

柔軟な挙動の指定を可能とする方法を確立すること

“いつでも・どこでも”十分に機能する基盤環境として構築すること

これらの課題を達成するため，本論文では動的適応と機能拡張を支援するセッション
機構による解決方法を提案する．本論文で提案するセッション機構は，通信アプリケー
ションと機器の通信機能を機能面から分離し，通信機能に対する柔軟な挙動制御を可能
とする基盤環境である．
そして，この機構により機器の柔軟な利用環境を実現するシステムの構築を目指す．本
章では，次節において支援すべき動的適応と機能拡張を具体的な例を示して明らかにす
る．その後，本論文で提案するセッション機構が採用すべき方針について考察する．

3.2 動的適応と機能拡張の支援
分散通信アプリケーションの動作を柔軟なものとするため，通信機能の構築方法や実
行方法に柔軟性が必要となる．柔軟性とは，第 2.3.3項で述べた通り，適応動作と機能拡
張が可能なことである．つまり，通信アプリケーションが置かれた状況の変化などに対
し，通信アプリケーションが予め持つ機能により自らの動作を変化させ，より適した対
応とすることが適応動作である．一方，通信アプリケーションが予め持たない機能を追
加し，まったく新たな機能により対応可能とすることが機能拡張である．ここでは，分
散通信アプリケーションで実際に必要とされる柔軟性について，図 3.1に示した例を用
いて説明する．
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図 3.1: 動的適応と機能拡張の例

3.2.1 動的適応
動的適応の具体例として，図 3.1では，以下の３つの場合を示した．

利用する機器やアプリケーションの変更（ 1）

機器やアプリケーションが実現する動作の変更（ 2）

機器やアプリケーションの通信機能における機能変化（ 3）

これらの例をもとに，通信機能で必要とされる動的な適応について考察する．

分散通信アプリケーションの通信状態を把握した動的適応

1の例では，利用者が部屋などに設置された据え置き型のディスプレイでストリーミ
ング映像を見ている際に移動する必要が生じ，移動中もストリーミング映像の鑑賞を続
けるため，利用する機器を利用者が携帯する機器などに変更する場合が想定される．こ
こでは，異なる機器やアプリケーションを用いてメディアフォーマットが異なる場合で
あっても，利用者の作業に一貫性を実現できなければならない．また，据え置き型のディ
スプレイが公共のものなど他の利用者と同時に利用していたものである場合，他の利用
者の鑑賞作業を妨げてはならない．この場合に通信機能では，機器のアプリケーションが
どのようなメディアのどの時点を再生しているか把握した上で，別の機器やアプリケー
ションにおいて，メディアフォーマットの違いに左右されずに，同一の時点から再生可
能とするためのデータ転送を確立する必要がある．つまり，通信機能が通信プロトコル
やその状態などを把握し，ストリーミングサーバなどの通信相手を変更した場合におい
ても，利用者の作業を一貫させる通信の動的な適応処理を実行できる必要がある．
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分散通信アプリケーションの動作変更と連動した動的適応

2の例では，ストリーミング映像を鑑賞中の利用者が，自動車の運転をする場合が想
定される．ここでは，利用者はそれまで用いていたヘッドホンなどに代わり，自動車に
設置されたスピーカを用いてストリーミングの音声を聴く必要があるため，音声出力先
の機器を変更できなければならない．また，運転中は映像は不要であり，それにも関わ
らず映像データをストリーミングし続けることは，移動ネットワークの帯域を無意味に
消費するなど無駄な動作となる．つまり，機器やアプリケーションは，場面に応じてそ
の動作を変更できなければならない．この場合に通信機能では，機器やアプリケーショ
ンの動作変更に対して，音声出力のストリーミング先を変更したり，映像データのスト
リーミングを停止するなどの適応動作をする必要がある．つまり通信機能は，利用者の
要求に基づいた機器やアプリケーションの動作変更に連動し，自身の動作を変更する通
信の動的な適応処理を実行できる必要がある．

分散通信アプリケーションの動作状況や動作環境に対する変化に応じた動的適応

3の例では，ストリーミング映像を鑑賞中の利用者が移動中など場合に，場所や状況
など場面の変化に応じて，通信処理を適したものとする場合が想定される．具体的には，
まず，場所や状況などの場面に適したストリーミングサーバに変更することがある．ま
た，サーバの変更前後やサーバに対する通信が不安定な場合に，複数のサーバに接続を
多重化したり，通信プロトコルやバッファリングを調整するなどして対応することもあ
る．この場合に通信機能では，機器やアプリケーションが置かれた状況や要求に基づき，
通信機能を動的な変化させる必要がある．つまり通信機能は，機器やアプリケーション
が置かれた状況の変化に対して，自身の動作を変更する通信の動的な適応処理を実行で
きる必要がある．

3.2.2 機能拡張
機能拡張の具体例として，図 3.1では以下の２つの場合を示した．

サービス検索プロトコルの多様性（ 4）

利用時の通信プロトコルの多様性（ 5）

これらの例をもとに，通信機能で必要とされる機能の拡張について考察する．

名前空間やサービス検索プロトコルに対する機能拡張

4の例では，機器がそれぞれ別のサービス検索プロトコルに限った対応であるために，
それぞれの機器やアプリケーションが属する名前空間が異なる場合が想定される．こ
こでは，異なる名前空間に存在する異なるサービス検索プロトコルに従った機器は，協
調して動作することができないばかりか互いの存在すら知ることができない．例えば，
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Rendezvous対応のオーディオプレーヤと Bluetooth対応のヘッドセットでは機器やアプ
リケーション自体が持つ機能そのものでは連携することが可能であっても，サービス検
索プロトコルの違いにより連携させて利用することができない．特に，機器を物理的に
接続しない無線などを用いる場合は，このような違いを直感的に理解することは難しく，
こうした問題が生じた際は利用者に対して大きな負担となる．この場合に通信機能では，
機器やアプリケーションを，サービス検索プロトコルや名前空間から独立させて動作可
能とする必要がある．つまり通信機能は，分散通信アプリケーションに対して，特定の
名前空間やサービス検索プロトコルに依存しない相手先の検索方法や指定方法などを提
供し，機器やアプリケーションの連携を拡張可能な通信基盤として存在する必要がある．

通信先の選択と通信プロトコルに対する機能拡張

5の例では，同一の作業を実現するための機器やアプリケーションに様々な種類が存
在し，それに対応する通信プロトコルも複数ある場合が想定される．例えば，同じスト
リーミング映像の鑑賞という作業においても，それを実現するための機器やアプリケー
ションは多種多様である．それらの中で機器やアプリケーションが適するものや対応す
るものを利用者が選択することは大きな負担である．この場合に通信機能では，利用者
からの明示的な指定がなくとも，機器やアプリケーションが対応するサーバなどを選択
して接続する必要がある．同時に，新たな通信プロトコルの規格・標準などが出現した
場合でも対応できる必要がある．さもなければ，進展し続ける通信プロトコルの改良や
登場に対してその普及が遅れ，新たな通信サービスを提供する際の足枷ともなってしま
う．つまり通信機能は，分散通信アプリケーションに対して，適した通信先サーバの選
択や新たな通信プロトコルなどにおける拡張性を提供し，機器やアプリケーションの連
携を拡張可能な通信基盤として存在する必要がある．

3.3 セッション機構
本論文では，第 3.1節で述べた課題を解決するため，分散通信アプリケーションのた
めのセッション機構である u-sessionを提案する．本節では，u-sessionが採用すべき方針
とその構成について考察する．u-sessionは，分散通信アプリケーションから通信機能を
機能分散し，通信機能の挙動制御を柔軟な指定方法により可能とするセッション機構で
ある．また，分散通信アプリケーションに対して，“いつでも・どこでも”十分に機能す
る基盤環境として構築する．これにより，前節で説明した通信機能における動的適応と
機能拡張の支援し，機器の柔軟な利用環境を実現する．
セッション機構は，機器やアプリケーションに固有の機能を実行する部分とネットワー
ク依存の機能を処理する通信基盤の部分との間に存在する．そして，通信機能において
前節で説明した動的適応や機能拡張を実現する．本論文で構築するセッション機構と分
散通信アプリケーションなどの位置づけを整理するため，表 3.1にその目的や機能をま
とめる．
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表 3.1: セッション機構の位置づけ

分類 目的 機能
分散通信アプリ 固有の機能 決められた固有の機能を実装し，利用者の目的を実現
ケーション を実行 通信動作の開始や終了，セッション機構との連絡
セッション機構 柔軟な通信機能 (分散通信アプリケーションの)
(u-session) を提供 通信状態を把握した動的適応

動作変更と連動した動的適応
動作状況や動作環境に対する変化に応じた動的適応
名前空間やサービス検索プロトコルに対する機能拡張
通信先の選択と通信プロトコルに対する機能拡張

通信基盤 実際の通信処理 機器やネットワーク依存の通信処理
を実行 転送データの保証やその際の再送処理などを含む

3.3.1 通信機能の分離
分散通信アプリケーションにおいて通信機能を機能分散する際，どの部分で機能を分
散するか問題となる．分散通信アプリケーションに対して，セッション機構を “いつで
も・どこでも”十分に機能する基盤環境として構築するためには，それが依存する基盤機
構としても “いつでも・どこでも”利用可能な通信基盤を選択する必要がある．そこで，
はじめに既存の通信アプリケーションの構成について分析する．

図 3.2: 既存の通信アプリケーションの構成とOSI参照モデル

図 3.2に既存の通信アプリケーションの構成と，通信機能の構築モデルであるOSI参照
モデル [26]を示す．OSI参照モデルは，多くの通信アプリケーションや通信プロトコル
において採用されている通信機能の構築モデルである．既存の通信アプリケーションで
は，通信機能が機能ごとにまとめられたプロトコルスタックとして実装されることが多
く，大半の部分でOSI参照モデルの考え方を取り入れている．例えば，Ethernet[27]など
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の物理的なデバイスの動作は，物理層やデータリンク層に分類され，TCP/IP[28, 29, 30]
はネットワーク層とトランスポート層に分類される．
一方，既存の通信アプリケーションでは，セッション層やプレゼンテーション層は個別
のアプリケーションかライブラリなどとして実装されており，独立して実装されること
は少ない．このことが，通信アプリケーションから通信機能が機能分散されない原因で
もある．そして，通信アプリケーションが，本来は機器のネットワーク上での識別子で
ある物理的なアドレスなど，通信基盤内の情報を管理することが必須となっている．そ
の上，自らと通信相手との間の通信処理も，すべてアプリケーションで実行しなければ
ならない．このため，通信機能の処理と密接に動作することが要求される．
より既存のアプリケーションでは，アプリケーション層とトランスポート層の間に存
在するものは，アプリケーションがトランスポート層以下の通信機能を制御するための
分散協調APIとなる．このため，セッション機構は図 3.3に示す通り，分散協調APIの
部分で実装することが望ましい．ここで考慮すべきことは，セッション機構が “いつで
も・どこでも”十分に動作可能なものである必要があることであり，そのためそれが依存
する分散協調APIでこの課題を達成することが求められる点である．

図 3.3: u-sessionの概要

第 2.2.1節で述べた通り，多くの分散協調APIがBSD Socketインタフェースをその基
盤環境として用いている．つまり，BSD Socketインタフェースの内部で通信機能の機能
分散を実現すれば，それを用いる他の分散協調APIにおいても実現することが可能とな
る．また，適応処理を BSD Socketインタフェースの内部で隠蔽して透過的に動作可能
とすれば，既存の通信アプリケーションを改変せずとも利用することができるようにな
る．この点で，BSD Socketインタフェースはプラットホーム低依存であると言え，BSD
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Socketインタフェースの内部にセッション機構を実現することが望ましい．その上，BSD
Socketインタフェースを用いることにより，物理的な機器に依存する通信機能もデバイ
スドライバの改変による [31][32]対応手法を用いて，汎用的なストリーム型の通信機器
として様々なアプリケーションから利用することも可能となる．

3.3.2 柔軟性の実現
u-sessionの内部は，機能面から見て大きく３つの部分に分けて構成される．それは，
通信の柔軟性を実現する処理を実行する部分，通信基盤に依存する処理を実行する部分，
そして，BSD Socketインタフェース互換機能を提供する部分である．

通信の柔軟性を実現する処理を実行する部分

まず，通信の柔軟性を実現する処理を実行する部分について説明する．通信機能がセッ
ション機構として分離されると，図 3.3に示した通り，この部分において通信機能の動的
適応や機能拡張を実現することが可能となる．しかし，本来の分散通信アプリケーショ
ンは，通信機能を用いて緊密に連携して動作するものである．このため，機能分散した
結果としてアプリケーションから通信機能が制御不能となれば，分散通信アプリケーショ
ンの連携した動作に支障を来たす結果となる．つまりセッション機構では，通信基盤に
依存せずに通信機能の動作を制御するための方法をアプリケーションに対して提供する
必要がある．
一方，第 2.4.2節において述べた通り，利用者のニーズは多様であり，アプリケーショ
ンに予めすべての動作制御を実装することは不可能である．そのため，利用者からの明示
的な指定や，機器と利用者の現状をもとに実行すべき動作を判断する状況認識機構から，
セッション機構における通信機能の動作制御を可能とする必要がある．このため u-session
では，アプリケーション開発者・利用者・状況認識機構などからの要求をWishとして管
理し，Wishに基づき通信の相手先を特定し，通信機能の動的な動作制御を実行する．ま
た，Wishを指定する際の手がかりとなる情報を上で挙げたものに対して提供するため，
u-sessionの内部でアプリケーションの通信状態を管理し，必要に応じてその通知を可能
とする．このような動的かつ多方面からの挙動指定と通信状態の取り扱いにより，通信
基盤に依存せずに通信機能の動作を制御する方法を実現する．つまりこの部分は，通信
状態を管理し，アプリケーションの動作変更との連動や動作状況や動作環境の変化に応
じた機能の動的な入れ替えを制御する部分である．

通信基盤に依存する処理を実行する部分

次に，通信基盤に依存する処理を実行する部分について説明する．この部分は，上に
述べた部分からの制御により，実際に機能の動的な入れ替えを実行する部分である．こ
こでは，サービス検索プロトコルや名前空間，通信プロトコルなどに依存した処理をそ
れぞれの機能ごとに分離された sessionと呼ぶモジュールを用いて実現する．sessionは，
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通信機能を制御する部分からの動作制御に応じて処理を開始する．そして，通信アプリ
ケーションが利用する BSD Socketインタフェース１つに対して１つ以上の sessionが存
在し，対応づけられた sessionが実際の通信処理を実行する．
sessionでは，動的な通信機能の変更が可能である．例えば，通信する際のバッファリ
ングの有無や大きさの変更などを実行できる．また，sessionの入れ替えにより，通信機
能の拡張を可能とする．具体的には，新たなサービス検索プロトコルや名前空間の対応
と通信プロトコル拡張などを実行する．このように，Wishに基づいた通信機能に対する
適応の処理は，sessionを変化させるか別の機能を有する sessionに切り替えることで実
行される．また，通信を多重化する場合などは，同一の sessionを並列に存在させ，制御
する部分がそれらを並列に用いる．

BSD Socketインタフェース互換機能を提供する部分

最後の部分であるBSD Socketインタフェース互換機能では，分散通信アプリケーショ
ンに対して，上に述べた２つの機能をBSD Socketインタフェース互換のインタフェース
を用いて提供する．また，他の通信APIから呼び出される場合についても考慮しなけれ
ばならない．

3.3.3 分散通信アプリケーションにおける利点
u-sessionにより通信機能の処理がアプリケーションから分離されると，アプリケーショ
ンはそれに固有の機能を実行することに特化し，通信機能に対する最小限の制御や連絡
を実行するだけで他のアプリケーションと連携することが可能となる．また，u-session
による多方面からのWish管理により，アプリケーションの動作を適応させて動作するた
めに必要である，複雑な状況認識や適応処理をはじめ，処理変更を選択するためのユー
ザインタフェースの実装等が個別のアプリケーションにおいては不要となる．
また，こうした利点は新規のアプリケーションを構築する際に限らない．既存のアプ
リケーションに対して u-sessionを用いるための名前空間を提供すれば，多くの場合にお
いて既存のアプリケーションに対する変更なしに本機構の機能を利用することが可能と
なる．また，既存の通信アプリケーションで通信機能のみを拡張したい場合でも，session
モジュールにおいて拡張するのみで実現が可能となる．

3.4 柔軟な挙動の指定方法
u-sessionでは，Wishを用いて通信相手先の指定や通信機能の適応方法を決定する．こ
のため，通信アプリケーションの連携を柔軟とするためには，Wishによる柔軟な挙動の
指定を可能とする方法を確立することが必要である．
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3.4.1 Wishによる適応と拡張の指定
図 3.4に，本論文で具体的に想定するWishの例を示す．

図 3.4: 動的適応の例

1の例では，ヘッドセットと携帯型メディアプレーヤにより音楽鑑賞をしながら移動
する利用者を想定した場合である．この場合，利用者は “ヘッドセットと携帯型メディア
プレーヤによる音楽鑑賞”を続けたいというWishを持つ．そのため，近くにディスプレ
イが現れた場合でも，部屋のスピーカが利用可能となった場合でも，それらの機器に変
更せず動作する必要がある．
2の例は，“近くにあるスピーカを用いて音楽を聴く”というWishを持つ利用者を想

定した場合である．図に示した通り，利用者が移動に伴い “近く”の定義は変動する．利
用者が自宅にいる際は，それが自宅内となるかもしれず，街中にいる場合には周囲の区
画となるかもしれない．一方，自動車に乗車した場合は，その範囲が車内に限定されな
ければ，不都合となる．また，携帯機器の能力やバッテリ容量などにより，範囲の変動
が必要となることも考えられる．このように，利用者の現状にあわせて定義を変えない
場合，検索の即応性や動作効率に対して悪影響を与えてしまう．
3の例は，利用者がある映画を見たいという場合である．この場合，利用者の目的は “

ある映画の鑑賞”であり，それが保存されている機器などを意識しなくてもよければ利用
者に与える負担は少なくなる．また，それがネットワーク経由のサーバにあるものか自
宅のどの機器に保存されているかなどを利用者が自ら把握しなければならない場合，利
用者が理解できる範囲を越えたサービスを提供することができない．しかし，同時に “
高画質で鑑賞したい”というWishも持つ場合は，これを優先する必要がある．
4の例は，仕事中などの利用者が “ビデオストリーミングの音声だけを聴きたい”とい

う場合である．この場合，ストリーミング映像が表示されていても鑑賞しないため，ディ
スプレイを消して無駄なエネルギーの浪費を避けたいというWishがある．
このように，通信機能の適応と拡張に対し，Wishを用いて “してほしいこと”と “して
ほしくないこと”を指定できることが，柔軟な動作を可能とするために必要である．
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3.4.2 Wishの評価選択機構
u-sessionでは，Wishに基づき通信機能の動的適応や機能拡張を実行する．この際，Wish
を実際の指示に変換できなければ，挙動制御が実現できない．つまり，Wishとして指定
された目的を何らかの方法で評価し，適切な動作を選択する機構が必要である．既存の
プログラミング手法では，このような評価選択機構として図 3.2に示すものがある．

表 3.2: 評価選択機構の分類

方式 例 機能
手動 人手による選択 随時，利用者が選択・指示・実行を決定する．
比較推論 プロダクションシステム 事実から if-then形式のルールにより決定する．
(決定的) (OPS5)
比較推論 制約論理プログラミング 事実を制約条件に基づく絞り込みで評価して
(消去法) (CLP) 決定する．
確立推論 ベイジアン・ 事実関係における確立の相互作用を集計して

ネットワーク 決定する．

このように評価選択の手法は，既存にも様々な方式から研究されている．そして，本
論文の目的は，通信アプリケーションから通信機能を分離するためのセッション機構を
実現することであり，自動化された適応システムの構築ではないため，これらの内容に
ついては本論文で扱う対象から逸脱する．このため，本機構の利用者がこれらのものか
ら用途に応じて適したものを選択して利用できるようにすることが，最も理にかなうと
考えられる．また，本論文では完全な自動処理は難しいという立場から，利用者から明
示的に指定する方法を排除しない．このため，本論文では評価選択機構そのものは研究
の対象外とし，u-sessionの外部で動作する評価選択機構を利用可能とするためのインタ
フェースを提供するまでにとどめる．そして，u-sessionの機構自体では，特定の評価選
択機構に依存しない柔軟な動作の実現を目指す．

3.5 関連研究
OSI参照モデルを起点として，セッション機構の研究は数多くなされている．本節で
は，それらの研究の中で，分散通信環境やユビキタスコンピューティング環境を対象と
した適応型のセッション機構について，本論文で提案する機構との相違を含めて説明す
る．ただし，それぞれの研究で提案するセッション機構の定義は，その目的や用途など
に応じ若干の相違があるため注意する必要がある．
本節では，次に示す４つの関連研究に関して説明する．それは，通信コネクションの
切断に対し透過的な再接続を実現するRocks and racks，アプリケーションに関連する通
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信コネクションの移動を実現するMobileSocket，利用者のタスクを中心とした作業の移
動を実現する SinkProxy，そして，柔軟なサービス検索を目的とする SoNSである．

3.5.1 Rocks and racks
RocksとRacks[33]は，移動する機器で動作する通信アプリケーションに対し，アドレ
スの変更やネットワークの障害による通信コネクションの切断を隠蔽するセッション機
構である．例えば，あるサーバとの通信中に上記の障害が原因で接続が切れた場合，ア
プリケーションがそれを知らずに動作できるように再接続する．つまり，ここでのセッ
ションは “明示的な指定なしに決して切断されないコネクション”である．
Rocksは，アプリケーションの通信を中継する通信ライブラリとして，通信アプリケー
ションとBSD Socketの間に介在する．通常，アドレスの変更やネットワークの障害によ
り通信コネクションの切断が生じると，通信機能からBSD Socketを経由してアプリケー
ションに対し通信の終了が通知される．Rocksでは，通信コネクションが上記の理由で
切断されると，この終了通知を無効とすると同時にアプリケーションからの通信動作を
一時停止する．そして，Rocksが通信コネクションの再接続を試みる．その後，再接続が
成功すると，dupシステムコールを用いて新たに確立された通信コネクションの識別子
をアプリケーションが使用中の識別子に対応づける．また，ダイナミックライブラリの
プリローディング機能を用いており，ほとんどの場合で既存アプリケーションの再コン
パイル等は不要である．一方，Racksはアプリケーションとサーバの間に介在するプロ
クシサーバとして動作し，Rocksの場合と同様の隠蔽処理を実現するものである．また，
これらの機構では通信内容には触れないため，協調動作する分散通信アプリケーション
の場合は，通信先と自らの双方でこれらの機構が利用可能である必要がある．

3.5.2 MobileSocket
MobileSocket[34]は，移動アプリケーションに対する通信コネクションの維持を実現
するセッション機構である．例えば，協調動作する移動アプリケーションに対して，動
作する機器の変更などにより生じる通信コネクションの変化などを隠蔽し，持続した通
信を可能とする．つまり，ここでのセッションは “移動アプリケーションのための切断さ
れないコネクション”である．
MobileSocketは，Javaによる BSD Socketの拡張ライブラリであり，アプリケーショ
ンが利用する BSD Socketの状態をMobileSocketのオブジェクトとして管理し，アプリ
ケーションに伴って移動することを可能としている．そして，MobileSocketの内部では，
アプリケーションに対して提供した識別子と機器の通信基盤を経由して実際に確立した
通信コネクションに対する識別子との対応づけを調整する．これにより，機器の変更な
どに影響されない通信の維持を保証することが可能となる．しかし，この機構のみでは
複数のアプリケーションが同時に移動する場合には対応出来ず，また Java以外のアプリ
ケーションで動作することも出来ない．

28



3.5.3 SinkProxy
Stream Redirection Architecture[35]は，データ送信サーバ “server”とデータ受信シンク

“sink”の間にシンクプロキシ “sink proxy”という機構を介在させ，利用者の移動に対し
てデータ転送の持続性を実現するものである．機器を利用する場合には，利用者が携帯
するコントローラ “Controller”を通じてシンクプロキシに対してコマンドを発行し，シ
ンクプロキシにより全ての通信動作が実行される．ここで，シンクプロキシは各環境毎
に用意されていることが想定され，サーバやシンクと同様に移動しない．つまり，ここ
でのセッションは “コントローラから指令される利用者の作業”である．
利用者が別環境に移動した場合，コントローラが移動を検知して新たに利用可能なシ
ンクプロキシを発見する．ここで，利用していたシンクプロキシでの通信を中断し，接
続状態を格納するオブジェクトを同シンクプロキシからコントローラに転送する．そし
て，別環境で引き続いてデータ転送を行う目的で，コントローラは新たなシンクプロキ
シに先ほど受信したオブジェクトを転送して接続状態を復元する．こうして，シンクプ
ロキシは同一のサーバを用いて同一なバイトオフセット1からデータ転送を持続して行う
ことが可能となる．しかし，Javaという単一の実行環境を用いており，持続されるデー
タ転送は送受信されるデータの内容や形式に強く依存する．同時に，サーバやシンクが
常に固定機器という前提や，同一のデータ送信サーバを用い続けることが，通信の適応
手法から柔軟性を失わせる．つまり，移動に対して適応的な動作を実現することは出来
ていない．

3.5.4 SoNS
Service oriented Network Socket[36]は，制約論理により，様々なサービス検索方式か
ら目的とする通信相手を特定するためのサービス検索手法を提供する．この機構を用い
る場合，アプリケーションの開発者は利用したいサービスの特性をプログラムに記述し
ておくだけで，SoNSがそれに合わせたサービスを検索して接続する．例えば，通信相
手を特定のホスト名ではなく，“大きさ 15インチ以上で利用されていないディスプレイ”
などと指定すれば良い．つまり，ここでのセッションは “サービス特性に応じたサービス
利用の支援”である．

1データ転送開始時から転送されたバイト数．

29



3.5.5 関連研究の相違
最後に，ここで説明した関連研究の相違を表 3.3にまとめる．

表 3.3: 関連研究の相違

名称 実現するもの 視点 動作の方針
Rocks and racks 切断の回復と透過性 ホスト指向 単純持続
MobileSocket 接続の移動透過性 アプリケーション指向 単純持続
SinkProxy タスク動作を持続した移動 タスク指向 状態継続
SoNS 柔軟なサービス検索 タスク指向 単純持続

RocksとRacksでは，機器の移動により生じる通信機能の変化を隠蔽することが目的で
あるため，ホスト指向の移動透過性を実現するものであると言える．また，アプリケー
ションに対して透過的に動作するために，すべての処理を隠蔽する単純持続型の機構で
ある．
MobileSocketでは，アプリケーションの移動により生じる通信機能の変化を隠蔽する
ことが目的であるため，アプリケーション指向の移動透過性を実現するものであると言
える．また，アプリケーションに対してすべての処理を隠蔽し透過的に動作するため，単
純持続型の機構である．
SinkProxyでは，状況に応じて通信相手を変更して動作するため，タスク指向の移動透
過性を実現するものであると言える．また，同様の理由で状態継続型の機構である．
SoNSは，柔軟なサービス検索を目的とするためタスク指向のサービス検索を提供す
るものであるといえる．しかし，アプリケーションに対する適応処理においては，異質
性を前提とはせず同種のサービスを用いる場合を想定する．このため，単純持続型の機
構に分類される．

3.6 まとめ
本章では，通信アプリケーションと機器の通信機能を機能面から分離し，通信機能に対
する柔軟な挙動制御を可能とする基盤環境として，動的適応と機能拡張を支援するセッ
ション機構による解決方法を提案した．はじめに，従来の分散通信アプリケーション構築
手法では実現できない実現すべき課題を整理した．そして，ユビキタスコンピューティン
グ環境の分散通信アプリケーションにおいて支援すべき動的適応と機能拡張を具体的な
例を示して明らかにした．次に，これらの課題を実現するセッション機構として u-session
を提案し，その構成などについて考察した．最後に関連研究について述べ，いずれの場
合でも本研究で対象とする問題を根本的には解決できないことを示した．次章では，本
章で提案した u-sessionについて，これを実現するための具体的な設計と実装について述
べる．
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第4章

設計

本章では，分散通信アプリケーションに対して動的適応と機能拡張を支援
するセッション機構であるu-sessionの設計について述べる．u-sessionで
は，通信アプリケーションと機器の通信機能を機能面から分離し，通信機
能に対する柔軟な挙動制御を可能とする．まずはじめに，u-sessionの全体
構成と動作手順の概略について述べ，続いて個別の機構ごとに説明する．
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4.1 概要
本節では，前章で提案した分散通信アプリケーションに対して動的適応と機能拡張を
支援するセッション機構である u-sessionの概要について述べる．はじめに設計方針を整
理し，それをもとに全体構成と動作の概要について説明する．そして次節以降では，こ
こで述べた機構の各部分について詳しく説明する．

4.1.1 設計方針
本研究の目的は，分散通信アプリケーションに対して柔軟な連携を可能とするため，通
信機能の動的適応と機能拡張を支援する基盤環境を提供することである．この目的を実
現するため，u-sessionシステムを設計・実装する．u-sessionシステムの設計方針として
５点を以下にまとめる．

アプリケーションから個別の通信機能に固有な処理や情報を分離すること

分散通信アプリケーションの柔軟な連携を可能とするためには，柔軟な動的適応を可
能とし様々な適応を可能とするための機能拡張を実現できなければならない．こうした
要求を通信アプリケーションが個別で対応しなければならない場合，アプリケーション
それぞれで対応するコストが無視できない．そのため，通信機能における動的適応や機
能拡張は，通信アプリケーションから独立して可能とすることが望ましい．通信アプリ
ケーションから分離する通信機能は，通信プロトコルに依存する処理やサービス検索プ
ロトコルに依存する名前空間などである．これにより，多種多様な通信環境において，分
散通信アプリケーションが連携して動作することを可能とする．

分離した機能が制御不能とならないこと

既存の分散通信アプリケーションにおいてアプリケーション間の連携は，通信機能の
処理などと大きく結び付いて動作している．そのため，通信機能を分離した結果，通信
アプリケーションから通信機能が制御不能となれば，連係動作が不可能となることは自
明である．つまり，通信機能を通信アプリケーションから分離した場合でも，通信アプ
リケーションや利用者などからの要求や指示に基づいて通信機能が動作可能である必要
がある．これを実現するため，アプリケーションの開発者や利用者などの要求や指示を
本機構が受取り，それに基づいて処理を実行する．これにより，通信アプリケーション
から分離された通信機能に対する制御を可能とする．

通信機能が拡張可能であること

既存の通信アプリケーションは通信機能と分離されていないため，通信プロトコルな
どの変化に対して寛容ではない．また，複雑な通信プロトコルの場合は，その実装に必
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須の部分とそうでない部分を設けるため，同一の通信プロトコルであっても必ずしも協
調して動作可能とはならない．また，サービス検索プロトコルや名前空間は，それが対
象とする目的に応じて，その範囲や粒度や検索頻度などが違るため，安易に統一するこ
とはできない．このような通信機能の性質に対応するためには，通信機能がその機能を
拡張可能である必要がある．つまり，個別の通信方式に依存するプロトコルやそれに関
する情報は，通信機能の本体と分離して動作させたほうがよい．

特定のプログラミング言語や実行環境に依存しないこと

特定のプログラミング言語や実行環境に依存した設計では，“いつでも・どこでも”動
作できる機構とは言えない．そのため，セッション機構がより多くの環境で動作し，他
の分散通信ミドルウェアなどを用いた場合でも動作可能であることが望ましい．

BSD Socketインタフェースに完全互換であること

u-sessionでは，通信アプリケーションに対して，BSD Socketインタフェース互換の通
信APIを提供する．この際，従来の通信アプリケーションがそのまま動作できるように，
既存のBSD Socketインタフェースをそのままの形で利用できる必要がある．つまり，既
存のプログラミング手法を変更せずに通信機能の分離が可能であることが望ましい．

4.1.2 全体構成
前項の設計方針に基づき，u-sessionの全体構成と動作手順について述べる．本機構は，
図 ??に示す通り，４つの部分から構成される．

通信基盤依存処理部

通信基盤依存処理部は，通信プロトコルなどに依存した通信機能を実際に処理する部
分である．ここでは，通信プロトコルごとのコネクションなどを抽象化し，動作制御部
からの制御を可能とする．実際の通信相手との間で処理すべき機能や管理すべき情報は，
すべてこの部分により扱われる．

動作制御部

動作制御部は，通信アプリケーションの開発者や利用者の目的を達成するために，通
信基盤依存処理部に実装された通信プロトコルなどに依存した個別の通信機能を制御す
る．同時に，個別の通信機能に依存しない適応動作や機能拡張はここで実現する．
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図 4.1: u-sessionの全体構成

Wish解析部とWish

Wishとは，第 ??項に示した通り，通信機能の適応と拡張に対し “してほしいこと”と
“してほしくないこと”を指定するための情報である．Wish解析部は，通信アプリケー
ションの開発者や利用者などからこのwishを受取り管理する．そして，wishに基づく通
信機能の適応処理や機能拡張を実行する．

通信基盤提供部

通信基盤提供部は，通信機能を通信アプリケーション分離するための分散通信アプリ
ケーションに対する通信基盤として，u-sessionと分散通信アプリケーションを連絡する部
分として動作する．また，通信アプリケーションに対して，この部分によりBSD Socket
インタフェース互換の通信APIを提供する．

4.1.3 動作概要
本項では，前項で述べた機構の動作概要について説明する．動作概要を図 4.2に示す．
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図 4.2: u-sessionの動作概要

通信開始まで
1. アプリケーションが通信を開始する際，開発者のWishが通信基盤提供部を経由し
て u-sessionに指定される．すると u-sessionは，Wish解析部にWishを伝える．(必
要な場合)Wish解析部が，機器やサービスの提供者，および利用者からのWishを
受け取る．

2. Wish解析部がWishを解析し，具体的な通信の相手先と通信の手法などを特定し，
u-sessionにそれらの情報を設定する．

3. u-sessionは，受け取った情報に基づき，通信基盤依存処理部を構成する．

通信中の適応と拡張
1. Wishの変更は，利用者などからはWish解析部経由で，アプリケーションからは通
信基盤提供部を経由して，随時変更することが可能である．

2. Wishが変更されると，再びWish解析部においてそれが解析され，それに基づき動
作制御部が処理を実行する．
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4.2 通信基盤依存処理部
通信基盤依存処理部は，特定のサービス検索プロトコルや名前空間に依存する情報を
隠蔽して処理し，個別の通信プロトコルに関わる処理を透過的に実行する．機能拡張を
容易とするため，すべての通信基盤依存処理部モジュールは機能ごとに分けられた統一
的な構成とする．また，通信処理の汎用部分と個別の仕様に依存する部分を分けて実装
可能とすることが望ましい．

4.2.1 通信基盤依存処理部の機能
通信基盤依存処理部では，図 4.1に示す機能を提供する．

表 4.1: 通信基盤依存処理部の機能
機能名 実行する機能
開始 通信基盤依存処理部の開始，初期化処理
終了 通信基盤依存処理部の終了，データ領域の解放等
接続 通信相手と接続する
切断 通信相手と切断する
受信 受信処理の実行
送信 送信処理の実行

通信基盤依存処理部は，Wish解析部からの指示により，動作制御部から呼び出されて
実行を開始する．各通信基盤依存処理部モジュールは，自身の開始機能が呼び出された
際，管理すべき情報のデータ構造等を作成し，初期化処理を実行する．この後，接続処
理を実行するが，実際の接続処理を実行する前に，通信基盤依存処理部が通信相手先の
名前から実際のアドレス等に解決する必要がある．そのため，接続処理では，機器やア
プリケーションの名前から実際のアドレスを解決するなどの前処理を実行した後，実際
の接続処理が実行される．また，接続が確立された直後は，認証や通信相手との間での
調整などの後処理を実行する必要がある．そして，接続機能の実行が完了した際は，受
信機能と送信機能により通信相手との送受信を可能とする．

4.2.2 通信基盤依存処理部の拡張性
通信機能の機能拡張を柔軟に動作させるため，通信基盤依存処理部は組み合わせて動
作可能とする．これにより，図 4.3に示すような通信基盤依存処理部の拡張性を実現す
る．まず，標準送受信モジュールは，通信相手先との通信コネクションを抽象化し，上位
のモジュールからの送受信と通信相手先とを連絡する．次に，プロトコルモジュールは，
個別の通信プロトコルなどに依存した処理と情報の管理を実行する．ここでは，HTTP
や RTSPなどのアプリケーションレベルでのプロトコルを実行する．そして，補助送受
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信モジュールは，送受信データのバッファリングやアプリケーションレベルにおける送
受信データの一貫性保証や再転送などの機能を実行する．

図 4.3: 通信基盤依存処理部における拡張性

4.3 動作制御部
動作制御部は，通信基盤依存処理部において抽象化された通信機能を制御し，適応処
理や拡張処理の実行を制御する．ここでは，アプリケーションや利用者により指定され
たWishの達成を目的とし，Wish解析部で具体化された方針に基づき，通信基盤依存処
理部の制御や切り替えを実行する．また，この部分よりもアプリケーションよりの部分
では，通信基盤として動作するためのインタフェースを提供することにとどめる．この
ため，他の部分で扱うことができないすべての通信機能は，この部分で処理する．

4.3.1 動作制御部の機能
動作制御部では，図 4.2に示す機能を提供する．

表 4.2: 動作制御部の機能
機能名 実行する機能
開始 動作制御部の開始，初期化処理
終了 動作制御部の終了，データ領域の解放等
接続 通信基盤依存処理部に接続を指示する
切断 通信基盤依存処理部に切断を指示する
受信 通信基盤依存処理部の受信処理を実行する
送信 通信基盤依存処理部の送信処理を実行する

Wish更新 Wishを更新する
状態取得 通信状態を通知する
適応 適応処理を実行する

動作制御部の開始と終了は，通信基盤依存処理部の場合と同様にデータ領域の確保や
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初期化処理とその解放処理である．これらの処理は，通信基盤提供部を通じて通信アプ
リケーションから呼び出されて実行される．アプリケーションから接続要求があると，動
作制御部が管理するアプリケーションからのらWishをWish解析部に渡し，その解析結
果を得る．これに基づき，対応する通信基盤依存処理部が開始され，通信データの送受
信が可能となる．また，Wish更新機能は，アプリケーションかWish解析部を通して利
用者のユーザインタフェースなどから，Wishが変更されたときに呼び出され，管理する
通信機能に対するWishを更新する．状態取得は，Wish指定時の参考とするため，アプ
リケーションや利用者のユーザインタフェースなどに対して通知可能とする機能である．
そして，適応機能は明示的に適応処理や拡張処理を実行する必要がある場合に，アプリ
ケーションやWish解析機構から実行される．

4.3.2 制御方法
動作制御部が通信基盤依存処理部を制御する際の方法は，３種類ある．まず，通信基
盤依存処理部の機能を直接呼び出すものである．また，通信基盤依存処理部において呼
び出す機能を変更するものである．そして，通信基盤依存処理部の属性を変更するもの
である．これらの方法を用いて，通信基盤依存処理部の機能変更や拡張，および動作中
の機能の挙動変更などを実現する．

4.4 WishとWish解析部
u-sessionでは，アプリケーションの通信目的を指定し，その目的に基づいて通信の動
的適応と機能拡張が実行される．この際，その目的を指定するためにWishを用いる．例
えば，ストリーミングサーバを状況に応じて適したものに変更するなど，第 3.4.1項で説
明した目的を実行する場合，従来の通信アプリケーションでは，アプリケーションが自
らサーバを検索し，相手先の変更といった適応の処理を実行する必要がある．これに対
しWishを用いた場合では，アプリケーションが u-sessionに対しストリーミングサーバ
へ接続するという目的をWishにより指定すれば，それに基づき通信相手の選択や適応処
理などは u-sessionで実行される．

4.4.1 Wish
Wishとは，相手先の指定や適応時の方針などをテキスト形式で記述するものである．
通信機能の柔軟な動作を可能とするため，Wishの指定はアプリケーションの開発者，利
用者，状況認識システムやサービスの提供者など様々な立場から可能とする必要がある．
アプリケーションから指定されるWishは，次節で説明する通信基盤提供部を通じてWish
解析部に伝えられる．同時に，Wish解析部は利用者とのユーザインタフェースや設定
ファイルなどからもWishを指定される．
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4.4.2 Wish解析部
Wish解析部ではWishを解析し，その結果に基づいて動作制御部を制御する．第 3.4.2
項で述べた通り，Wishを解析し評価する手法は用途や目的に応じて置き換え可能である
ことが望ましい．つまり，Wishの解析部は u-sessionの本体から切り離して存在させ，状
況に応じて置き換えることを可能とする必要がある．このため u-sessionは，Wishを管
理しWish解析部に連絡してその解析を実行させる．

4.5 通信基盤提供部
通信基盤提供部は，分散通信アプリケーションに対して u-sessionが提供する通信イン
タフェースを実現する部分である．u-sessionでは，第 3.3.2で述べた通り，BSD Socket
インタフェース互換の通信APIを提供する．

4.5.1 通信基盤提供部の構成
通信基盤提供部では，BSDソケットインタフェースと互換性を持たせる必要がある．
つまり，従来の動作を必要とする通信アプリケーションに対して，従来のBSDソケット
インタフェースと相違のない機能を提供し，本機構を必要とする通信アプリケーション
に対して，u-sessionにより実現される機能を提供することを可能とする必要がある．こ
れは，図 4.4に示す通りソケットドメインにより実現する．

図 4.4: 通信基盤提供部の構成

通常，ソケットインタフェースに対するドメインの指定では，相手先のホスト名やア
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ドレスを指定する．これに対し u-sessionの機能を用いる場合は，Wishドメインを指定
する．また，Wishドメインにより，前節で説明した通信アプリケーションからのWish
指定を可能とする．

4.5.2 通信基盤提供部が提供するAPI
通信基盤提供部が提供するAPIとして，本論文では図 4.3のAPIに対する拡張を実現
する．

表 4.3: 動作制御部の機能
名称 実行する機能
socket socketインタフェースの開始
close socketインタフェースの終了
connect 接続処理を開始
read 受信
write 送信

getaddrinfo ノード名からアドレス情報への変換
getnameinfo アドレス情報からノード名への変換
refine 適応処理の実行

アプリケーションから socketが実行されると，通信基盤提供部は BSD Socketインタ
フェースの識別子を通信アプリケーションに対して通知する．この識別子は，通信アプ
リケーションが closeを実行するまで有効となる．また，通信アプリケーションによる
connectの実行により，動作制御部の処理が開始される．そして，通信の送受信は，その
都度 readとwriteを実行することにより処理する．getaddrinfoと getnameinfoは，Wishド
メインを利用可能とするための変更が必要である．図 4.3の最後に示した refineは，標準
のBSD Socketインタフェースには存在しない．refineは，通信アプリケーションが動作
制御部に対して明示的な適応処理を指示する場合に用いる．このため，通信アプリケー
ションからの実行が必須とされる機能ではない．
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第5章

実装

本章では，u-sessionシステムのプロトタイプ実装について説明する．前
章で説明した設計に基づき，本システムは４つの部分から構成される．
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5.1 u-sessionの実装
本章では，分散通信アプリケーションに対し，通信機能の動的適応と機能拡張を実現
するためのセッション機構である u-sessionシステムのプロトタイプ実装について述べる．
まず，実装の概要について述べ，続いて個別の実装について説明する．

5.1.1 概要
実装環境は，表 5.1に示す通りである．また，実装部分はに示す通り，大きく２つの
部分に分けられ，通信ミドルウェアとユーザレベルのデーモンプログラムから構成され
る．これらにより前章で述べた設計に準ずる機能を実装した．

表 5.1: 実装環境
項目 説明

オペレーティングシステム FreeBSD 5.1-RELEASE
実装言語 C言語 gcc version 3.2.2 [FreeBSD] 20030205 (release)

ハードウェア PC (Intel Pentium IV 2.4GHz)

図 5.1: u-sessionシステムの実装概要図

通信ミドルウェアは，各通信アプリケーションから本論文で実装した通信基盤提供部で
ある xdsocketが呼び出されることにより実行が開始される．このため，通信アプリケー
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ションの各 Socketインタフェースに対し，動作制御部である xdsessionは１つ存在する．
一方，Wish解析部であるWish Managerは，各機器に１つ存在し，すべての xdsessionか
ら連絡を受ける．

5.1.2 動作の流れ
1. 通信アプリケーションが Socketインタフェースの開始を実行する際，getaddrinfo()
の呼び出しにより，本機構がWish Managerに対し通信する相手先の解決を要求す
る．この結果，Wishドメインのアドレス構造体が通信アプリケーションに対して
渡される．

2. そして，アプリケーションからWishの指定が必要な場合は，ここでWishドメイ
ンのアドレス構造体に設定して次の行程に進む．

3. 通信アプリケーションからSocketインタフェースの開始が呼び出されると，u-session
の実行が開始され，Wish Managerと協調して目的の通信を開始する．

4. 通信機能に適応動作が必要な場合は，Wish Managerを通じて u-session内部で適応
動作を実行する．その結果，適応した動作はアプリケーションによる次の送受信か
ら有効となる．

5.2 session -通信基盤依存処理部の実装
通信基盤依存処理部は，図 5.1で sessionと示した部分に実装した．

5.2.1 実装した関数
第 4.2.1項で述べた通信基盤依存処理部の機能を実装した関数の関数プロトタイプ宣
言を図 5.2に示す．これらの関数は，挙動制御部から呼び出される．

表 5.2: 通信基盤依存処理部の関数プロトタイプ宣言
機能名 関数名
開始 int session new(struct session **sc);
終了 int session clean(struct session *sc);
接続 int session connect(struct session *sc);
切断 int session close(struct session *sc);
受信 ssize t session read(struct session *sc, void *buf, size t nbytes);
送信 ssize t session write(struct session *sc, void *buf, size t nbytes);

また，sessionの管理に用いるデータ構造である session構造体を図 5.2に示す．
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struct session {
int stat; /* stat of myself */

int s; /* fdesc of socket */
ssize_t s_rsiz, s_wsiz; /* total rd/wr size */

ssize_t (*sr_func)
(struct session *sc, void *buf, size_t nbytes);
ssize_t (*sw_func)
(struct session *sc, const void *buf, size_t nbytes);

int (*pstconct_func)(struct session *sc);
int (*preclose_func)(struct session *sc);

pthread_t thrd_readsock;

const char *dhost, *dport; /* destination host and port */
struct addrinfo hints; /* hints of the destination */
struct addrinfo *ai, *ai0; /* addrinfo of destination(s) */
};

図 5.2: session構造体

session構造体では，実際の通信相手との間の通信処理を実行するため，相手先のホス
ト名やアドレスに関する情報などを管理する．これらは，dhost, dport, hints, ai, ai0のメ
ンバ変数である．また，通信相手との間に確立されたコネクションの識別子が sであり，
sessionの動作状態を管理するものが stat変数である．その他のメンバについては，次項
で説明する．

5.2.2 拡張性の実現方法
通信基盤依存処理部では，第 5.2.2項で述べた拡張性を実現する必要がある．このた
め，session read()と session write()の実体は，それぞれ session構造体のメンバである関数
ポインタの sr funcと sw funcでポイントされた関数を実行する．標準では session new()
において，通信相手との単純な送受信関数がそれぞれの関数ポインタに指定される．こ
の他にバッファリング機能を用いた処理や通信プロトコルなどの処理を実行する送受
信関数を指定することが可能である．この場合，図 5.3に示した session setrwfuncマク
ロを用いてポイントする関数を変更する．また，読み込み時にバッファリング機能を実
行する場合，相手先との通信を別スレッドで先読みする必要がある．その際にスレッド
を管理するため，thrd readsock変数を用いる．また，通信プロトコルの処理を実行する
場合，コネクション確立直後に認証処理やデータ構造の初期化などが必要であり，コネ
クションの終了前にはデータ構造の解放等が必要である．これらを実現するため，それ
ぞれ pstconct funcと preclose funcの関数ポインタがあり，session setpostconnectfuncと
session setpreclosefuncのマクロにより設定可能である．これらの関数ポインタがNULL
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で無い場合，それぞれ session connect()の終了直前と session close()の開始直後に指定さ
れた関数が呼び出される．

#define session_setrwfunc(sc, rdfunc, wtfunc) \
do { \

(sc)->sr_func = (rdfunc); \
(sc)->sw_func = (wtfunc); \

} while (0)

#define session_setpostconnectfunc(sc, pstconctfunc) \
(sc)->pstconct_func = (pstconctfunc)

#define session_setpreclosefunc(sc, preclosefunc) \
(sc)->preclose_func = (preclosefunc)

図 5.3: 機能拡張を実現するマクロ

5.3 xdsession -動作制御部の実装
動作制御部は，図 5.1で xdsessionと示した部分に実装した．

5.3.1 実装した関数
第 4.3.1項で述べた動作制御部の機能を実装した関数の関数プロトタイプ宣言を図 5.3
に示す．

表 5.3: 動作制御部の関数プロトタイプ宣言
機能名 関数名
開始 int xdsession new(struct xdsession **xdsc);
終了 int xdsession clean(struct xdsession *xdsc);
接続 int xdsession connect(struct xdsession *xdsc);
切断 int xdsession close(struct xdsession *xdsc);
受信 ssize t xdsession read(struct xdsession *xdsc, void *buf, size t nbytes);
送信 ssize t xdsession write(struct xdsession *xdsc, void *buf, size t nbytes);

Wish更新 int xdsession update(struct xdsession *xdsc, struct sockaddr wish *sw);
状態取得 int xdsession getstat(struct xdsession *xdsc, struct sockaddr wish *sw);
適応 int xdsession refine(struct xdsession *xdsc);

また，sessionの管理に用いるデータ構造である session構造体を図 5.2に示す．
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struct xdsession {
TAILQ_ENTRY(xdsession) hanger; /* Tail Queue. */
int stat; /* stat of myself */

int fd; /* fdesc of socket */
struct addrinfo ai; /* address info */

int wishmngr; /* wishmngr */

/* session list */
LIST_HEAD(session_listhead, session_list) sc_head;

};
struct session_list {
LIST_ENTRY(session_list) hanger; /* List. */
int pri;
struct session *sc;

};

図 5.4: xdsession構造体

図 5.4に示す通り，xdsession構造体では通信基盤依存処理部の各 session構造体をリス
ト構造で管理する．つまり，sc head変数を先頭とするダブルリンクドリストにより個別
の通信相手との sessionを識別し，sessionの切り替えや拡張を可能とした．また，session
構造体のメンバ変数である priはそれが管理する session構造体の優先度を示し，この値
に基づき各 sessionの優先度が決定される．

5.3.2 制御方法の実装
挙動制御部では，xdsession new()関数内でWish解析部に接続する．その後，xdsession
構造体のwishmngrメンバ変数を識別子として相互に通信可能となる．Wish解析部から
受け付ける制御コマンドは次の通りである．

新たな sessionの確立

NODENAMEと SERVNAMEで指定された通信相手に対する sessionを確立する．

CONNECT NODENAME:SERVNAME

sessionの一覧表示

現在の session一覧を SESSION IDとともに表示する．
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LSSESSION

sessionに対する優先度の指定

SESSION IDで指定された sessionの優先度を PRIに設定する．同時に複数の優先度を
設定可能である．

SETPRI SESSION ID=PRI [SESSION ID=PRI]

5.4 Wish Manager - Wish解析部の実装
Wish解析部は，図 5.1でWish Managerと示した部分に実装した．この部分は，ミド
ルウェアから独立した単独のデーモンプログラムとして動作する．

5.4.1 動作制御部に対するインタフェースの実装
動作制御部から連絡を受ける部分は，システム標準のBSDソケットを用いたプロセス
間通信により実現した．この機能を実現するインタフェースは，ポート番号 5000番で動
作制御部からの接続を待機する．ここで受け付けるコマンドを以下に説明する．

ノード名の検索要求の受付

このコマンドは，通信アプリケーションが getaddrinfo()関数の呼び出しにより通信相
手のアドレス情報を取得する際，動作制御部から発行される．このコマンドに対し，指
定された条件に合致するノード名を返す．

GETNODESERVWISHCLASS:WISHTYPE [WISH]

WISHCLASSでは接続する機能を指定し、WISHTYPEで具体的なサービス名を指定す
る．また，WISHで検索時の条件を指定する．WISHは省略することが可能である．実
際のコマンド例を以下に示す．

GETNODESERV SERVER:STREAMECHO NEAR

このコマンドでは，STREAMECHOの SERVERのうち近いものを検索することが指
示されている．本機構では，このコマンドに対し次節で説明する手法を用いて適合する
ノード名を返す．
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Wishの解析

このコマンドは，通信アプリケーションにより通信機能に対するWishが変更された場
合に呼び出される．本機構では受け付けたWishと現在の動作を比較し，適応処理が必要
な場合は動作制御部に対し refineコマンドを実行する．

PARSEWISHWISH

5.4.2 通信相手の検索方法
本論文の実装によるサービス検索では，以下に示すテキスト形式の対応表を用いた．

# WISHCLASS WISHTYPE NODESERV
SERVER COUNTECHO pbal:http
SERVER COUNTECHO rom:http

本機構ではこの中から適合するNODESERVを選出し，動作制御部に対して返答する．

5.5 xdsocket -通信基盤提供部の実装
通信基盤提供部は，図 5.1で xdsocketと示した部分に実装した．実装環境の Socketプ
ログラミングインタフェースは，オペレーティングシステム内の機能を呼び出すシステ
ムコールとして実装されている．また，一般的なUnix互換オペレーティングシステムで
も，同様の実装方式をとる場合が多い．このため本論文の実装では，第 4.5.2項に示した
APIをライブラリとして実装し，その内部でソケットドメインにより u-sessionの機能と
従来のシステムコールの呼び出しを切り替え可能とした (図 5.5参照)．

API名 (){
if (ソケットドメイン or アドレスファミリ == AF_WISH) {

xdsessionの機能を呼び出す;
} else {

APIのシステムコールを呼び出す;
}

}

図 5.5: xdsocketの概要

このため，従来の機能をそのまま利用するアプリケーションに対しての動作は，この
部分で従来のシステムコールをそのまま呼び出すのみとなる．一方，u-sessionシステム
の機能を用いた動作を必要とする場合は，図 5.6に示す sockaddr wish構造体をソケット
ドメインとして用いる．
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struct sockaddr_wish {
unsigned char swi_len; /* length of this struct */
sa_family_t swi_family; /* AF_WISH */
u_int8_t swi_adstlen; /* length of swi_addr */
u_int8_t swi_wishlen; /* length of swi_wish */
struct wish *swi_wish; /* wish of this */
struct addrstat *swi_adst; /* actual address & state */

};
struct wish {

int len; /* length of txt */
char *txt; /* wish */

};

図 5.6: sockaddr wish構造体
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第6章

評価

本章では，分散通信アプリケーションに対し通信機能の動的適応と機能拡
張を実現するセッション機構のプロトタイプ実装である u-sessionについ
て評価する．まず，本研究の目的から設計したシステムの妥当性について
考察し，プロトタイプ実装の動作について検証する．その後，既存のシス
テムなどと比較して論じる．
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6.1 要求機能との考察
本研究の目的は第 1.2で述べた通り，人の周囲に偏在する機器で動作するアプリケー
ションに対し，通信機能の動的適応と機能拡張を支援するための基盤環境を提供するこ
とである．そして，これにより機器の柔軟な利用環境の構築を目指す．本論文ではこの目
的を実現するため，通信機能の動的適応と機能拡張を実現するセッション機構である u-
sessionシステムを提案し，そのプロトタイプ実装について説明した．この際，u-sessionシ
ステムに必要とされる要求機能を第 3.1項で述べた．まず，これらの要求機能が u-session
システムにおいて満たされているか確認する必要がある．以下，順に考察する．

通信機能の構築方法や実行方法に柔軟性をもたせること

u-sessionシステムでは，通信機能における動的適応や機能拡張をその内部に隠蔽して
実行可能な機構を構築することができた．例えば，相手先の変更や通信処理の機能拡張
などが可能である．

通信機能を機器やアプリケーションから機能分散して実装可能とすること

u-sessionシステムでは，アプリケーションを個別のサービス検索手法や名前空間から
独立させ，通信プロトコルごとの処理とそれに関連する情報の管理などを分離して通信
機構の内部に隠蔽した．これにより，通信アプリケーションと個別の通信機能に固有な
処理や情報を分離することができた．このため，アプリケーションは通信機能の適応処
理を意識する必要がない．

柔軟な挙動の指定を可能とする方法を確立すること

Wishに基づく動作制御により，常に多方面からの柔軟な挙動制御を可能とした．つま
り，アプリケーションの開発者に限らず，利用者，機器やサービスの提供者，状況認識
システムなどから，Wishに基づく通信機能の制御が可能である．また，サービス検索や
評価手法など目的に応じ，選択すべき手法が異なる機能を外部に独立したプログラムと
したため，用途に応じ別のプログラムに切り替えることが可能である．

“いつでも・どこでも”十分に機能する基盤環境として構築すること

通信機能をアプリケーションから分離する際，u-sessionシステムで用いたBSD Socket
インタフェースは，多くの環境で利用可能である [11]．このため，BSD Socketインタ
フェースに完全互換とした設計により，“いつでも・どこでも”十分に機能する基盤環境と
して構築できたと言える．また，BSD Socketインタフェースを用いたため，設計の上か
ら u-sessionシステムが特定のプログラミング言語や実行環境に依存していないと言える．
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このように第 4.1.1項で設計方針に従うことにより，本研究で必要とされる要求機能を
満たすことが確認できた．このため，u-sessionシステムは第 1.2で述べた目的を達成し
ていると言える．

6.2 動作検証
ここでは，第 5章で述べた u-sessionシステムのプロトタイプ実装について，実際の動
作を示して検証する．検証に用いた環境は実装環境と同一である．
はじめに，動作内容について説明する．まず，1から 10000000までの数字を一行ごと
に記述したファイルを用意し，別の 2台のWebサーバを通じてダウンロード可能となる
ように設置した．そして，単純なHTTPクライアントを用いて，u-sessionシステムを通
じて設置したファイルを取得し，　その際に u-sessionシステムにより動的なサーバの切
り替えを実現する．Webサーバは pbalと romであり，u-sessionが動作するクライアント
は poloである．なお，poloから pbalと romのWebサーバに対するセッションは，常に
多重化されている．各セッションの通信シーケンス図を図 6.1に示す．

図 6.1: 各セッションの通信シーケンス図
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6.3 議論
本節では，u-sessionシステムと既存の関連研究とを比較し，u-sessionシステムの特徴
を分析する．

6.3.1 関連研究との比較
u-sessionシステムと第 3.5項で述べた関連研究との比較を表 6.1にまとめる．

表 6.1: 関連研究の相違

Rocks+Racks MobileSocket SinkProxy SoNS u-session
視点 ホスト指向 アプリケ－ アプリケ－ タスク指向 タスク指向

ション指向 ション指向
実行環境や Socket Java Java Socket Socket
構築環境の に依存 に依存 に依存 に依存 に依存
多様性対応
柔軟な ×:同一 ×:同一アプリ ×:同一フレ－ 事前指定 動的指定
挙動制御 ホスト間 ケ－ション間 ムワ－ク間 制約論理 外部依存
透過的動作 完全透過 完全透過 処理のみ 完全透過 処理のみ
サ－ビス － － 独自 拡張可 拡張可
検索手法
通信機能や × × × 動的適応 動的適応
連係処理の 機能拡張
分離

以下，それぞれの項目について比較した結果を述べる．視点の違いにより実行環境や
動作環境に依存する部分が異なり，多様性に対応可能な範囲の違いが生じる．特に “い
つでも・どこでも”利用可能な基盤環境は，特定のプログラミング言語に依存せずに構
築可能であることが望ましい．そして，指向する視点の違いが挙動制御の柔軟性に影響
を与えることが明らかである．また，本論文では分離した通信機能が制御不能とならな
いことを要件として挙げた．このため，完全な透過により処理が制御不能となるもこと
は望ましくない．また，場面などに応じて適したサービス検索手法を利用可能であるこ
とが望ましい．これらの相違から，既存の分散通信アプリケーション構築手法で通信基
盤において，動的適応を実現しているものは SoNSであり，動的適応と機能拡張の両方
を実現しているものは本論文で提案した u-sessionであることがわかる．
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第7章

結論

本章では，本論文のまとめと今後の課題について述べる．
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本論文では，はじめに通信アプリケーションの視点から，ユビキタスコンピューティン
グ環境において見受けられる特徴や問題点を整理した．そして，ユビキタスコンピュー
ティング環境が機器間の相互通信を前提とした異質かつ動的な分散環境であることを明
らかにした．このため，機器で動作するアプリケーションが相互に通信し，連携して動
作する必要がある．しかし，従来の分散アプリケーション構築手法では，通信機能が通
信アプリケーションと同化しているため，通信機能において多様性への対応を実現する
ことが困難であった．
このため本論文では，通信機能の動的適応と機能拡張を支援するセッション機構を提
案し，u-sessionシステムとして設計・実装した．u-sessionシステムは，通信アプリケー
ションから通信機能を分離し，目的を指定することにより通信機能の適応動作を可能と
する機構である．また，特定のプログラミング言語や実行環境に依存しない設計である
ため，異質で多様なユビキタスコンピューティング環境において，“いつでも・どこでも”
十分に機能する基盤環境として動作できる．そして，本論文で提案した機構により，機
器の柔軟な動作環境を構築することが可能となる．
本論文をふまえ，今後の課題を以下にまとめる．

通信プロトコル処理の拡充
さまざまな通信プロトコルを sessionとして実装し，u-sessionから利用可能な環境
を整備する必要がある．これにより，本システムが対応できる適応と拡張の範囲が
広がる．

異なる通信プロトコルの並行処理
現在の実装では，異なる通信プロトコルの場合に並行して動作させていない．複数
の異なる通信プロトコルで並行して通信し，切り替え可能とすることで，異質な環
境での柔軟な通信基盤の優位性を示すことが可能となる．
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